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1．はじめに

貧困解消の手段として、また所得格差解消手段として、教育投資の有効性が指摘され、

長年、それについて多くの研究がなされてきた。世界各国における教育投資に対する収益

率推計の結果サーベイは、Psacharopulos（1994）および Psacharopulos and Patrinos

（2002）によっておこなわれてきた。インドネシアにおいても同様に教育投資について

議論され、研究され、そして教育投資が実施されてきた。それらの中で教育投資に対す

る収益率の推計は、これまで Byron and Takahashi（1989）、McMahon and Boediono

（1992）、Duflo（2001）、および本台・新谷（2008）によっておこなわれてきた。

インドネシアではこれまでに多くの教育投資がなされ、2017 年の就学率は中学校以下

でほぼ 100%に達し、高等学校（以後、高校と略す）でも約 70%に達した（Badan Pusat 

Statistics_c, 2018）。大学教育に関しては、就学者数が 1980 年 54 万人から 2016 年の 1,275

万人へと著しく増加した（Jones and Hull, 1997 および Badan Pusat Statistics_c 2018）。

この数値を 19-24 歳年齢層の人口比にすると、2005 年の 12.2% から 2017 年の 24.8% へと

12 年間に倍増した。しかし、2016 年における貧困ライン以下の人口比率は 10.1％と貧困

問題はまだ大きく、所得格差を表すジニ係数はピーク時の 0.41 より若干低下しが、まだ

0.39 と依然として高い数値に留まっている。

こうした現状を踏まえ、本稿では、先ず高校や大学教育を受けられる社会を実現するこ

とによって所得格差の固定化を緩和することができたか、または所得格差解消手段として

教育投資が現時点においても有効であるかを考察する。さらに 19-24 歳年齢層の就学者が

急増したため、大学教育に対する経済的な収益が従来に比べて著しく低下したのではない

113

インドネシアにおける常勤雇用者
の学歴間賃金格差と教育の収益率大東文化大学経済論集　112 ‒ 4、2019. 09



かという点も考察する。すなわち、高校や大学教育、特に大学教育がもたらす金銭的な収

益を概観し、教育投資の収益率を推計し、所得格差への影響を考察する。

これらの課題への接近方法として、インドネシア中央統計庁（Badan Pusat Statistik、

以後 "BPS" と略す）が実施した労働力調査（Survei Angkatan Kerja Nasional、以後 

"Sakernas" と略す）の 2000 年から 2016 年までの 17 年間の調査原本個票と、それを集計

して BPS から発行されている Laborer Situation in Indonesiaを利用し、学歴間賃金格差の

推移を考察し、さらにミンサー型賃金関数を計測し、各学歴層における教育投資の収益率

を推定する。

本稿の構成は第 1節に引き続き、次の様になる。第 2節において分析に利用するデータ

である Sakernasと教育システムについて説明し、その調査結果を用いて、記述統計によ

り学歴別賃金格差を明らかにする。第 3節において、賃金関数を定式化し、Sakernasデー

タを用いてその計測をおこなう。さらに賃金関数の計測結果を利用し、教育投資の収益率

を推定し、学歴間格差が縮小してきたかを検証する。第 4節においては、被雇用者（以後

" 雇用者 " と略す）のうち非常勤雇用者が約 20%を占めるが､ 彼等が得る賃金と常勤雇用

者の賃金がどのように推移し、格差が拡大しているかを考察する。そして第 5節は結びに

あてられる。

2．労働力調査と教育システム

先ず、インドネシアにおける学歴間賃金格差と教育の収益率を分析できるデータについ

て述べてみよう。BPS は各種の調査を毎年行っていて、その中の一つに Sakernasがある。

またその調査結果を集計して発行されている Laborer Situation in Indonesiaもある。⑴　この

調査は全労働力を、個人事業者、家族経営事業者、企業経営者、常勤雇用者、非常勤農

業雇用者、非常勤非農業雇用者、無給家族労働者の 7 つに分類し、⑵　彼らの年齢、性別、

⑴　ここ 10 年間においては、Sakernasは毎年 2月と 8月に調査され、それらを集約して 2つの集計表
（Laborer Situation in Indonesiaおよび Labor Force Situation in Indonesia）が発行されていて、そのう
ち前者がこれにあたる。

⑵　ここで、①個人事業者は家族構成員や家族以外の人を使用せず、1人で事業を営んでいる個人、
②家族経営事業者は家族構成員を使用し、事業を営んでいる個人、③無給家族労働者は家族経営事
業者により雇用されている家族構成員を指す。
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学歴、1 週間当たりの労働日数と労働時間、1 ヶ月当たりの賃金などを含む項目を詳細

に調べている。⑶　しかし、このうち所得または賃金および給料に関しては、個人事業者、

常勤雇用者、非常勤農業雇用者、非常勤非農業雇用者に対しては調査されているが、そ

れら以外の者については調査されていない。本稿では常勤雇用者の学歴別賃金の変化を

考察し、学歴相互間の賃金格差が増大したか縮小したかを検討する。それに加えて、常

勤雇用者と非常勤雇用者の賃金比の推移を分析し、両者の賃金格差が縮小しているかを

検討する。賃金は現金賃金と現物賃金に区別されているが、両方の合計を賃金とする。

ここでは Sakernasの 2000 年調査から 2016 年調査までの 17 年間の調査原本個票データ

を利用する。標本数は調査年により異なり、2000 年には約 86,000 人であったが、2012 年

にはこれまでで最大の 90 万人にまで増加した。

雇用者の賃金は彼らの教育レベルと関係し、学歴が重要な変数となる。そのためここで

インドネシアの学校教育の体系を見てみよう。実際はやや複雑であるが、Sakernasが調査

の際に区分しているように単純化して学校教育制度を大別すると、4 つのレベルがある

（図 1）。⑷　まず教育期間 6年の小学校、次に教育期間 3年の中学校がある。さらに教育期

間 3年の高校があるが、ここには教養的科目をカリキュラムの中心とする普通高校と、職

業教育に重点を置く職業高校がある。その上が高等教育で、修業期間 4年の総合大学と 4

年以下の専門大学がある（Mariadinata, 1984）。高等教育においてはさらにその上が大学

院で、修士および博士の過程となる。

総合大学では通常 4年間の教育プログラムとなり、修了すると Sarjana 1 の取得となり、

ここでは大学卒と呼ぶ。⑸　その上の大学院になると、通常 2年間で Sarjana 2 の取得、さ

⑶　インドネシアの労働法では雇用者を、①期間の定めのない雇用契約で企業などに雇用されている
者、②期間を定めた雇用契約で雇用されている者、③日雇い雇用契約で雇用されている者と 3種類
に分類している。Sakernasで常勤雇用者と定義されているものは①と②の雇用形態を指すと思われ
る。しかし②の場合でも、雇用期間が数ヶ月の場合、常勤雇用者として調査されたかは不明である。
非常勤雇用者とは零細企業で雇用されているか、または 1年未満の短期的な契約で雇用されている
労働者と定義されている。また非常勤雇用者は農業部門で働く農業非常勤雇用者と非農業で働く非
農業非常勤雇用者に区別されている。

⑷　インドネシアでは、教育省管轄下にある教育システムと宗教省管轄下の教育システムが併存して
いる（Mariadinata, 1984）。Sakernasは教育省管轄下にある教育システムに沿って学校を区分してい
るので、本稿ではその区分について記述する。宗教省管轄下の教育システムでも高校卒までの教育
年数は教育省管轄の教育システムと同じであるが、大学以上の教育年数で異なっている。
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らにその上の 3年間以上の教育を受けると Sarjana 3 の取得となり、ここではそれぞれ修

士および博士と呼ぶ。

総合大学以外の専門大学のシステムはやや複雑で、技術および芸術分野で高等教育や

専門教育を提供する大学、1つの専門分野で教養科目と専門科目を提供するインスティ

チュート、特定分野で応用科学科目を中心に教育を提供するポリテクニクとアカデミーが

ある。⑹　専門大学では、図 1に示すように 1年から 4年間の教育プログラムが提供され、

⑸　Sarjana は“サージャナ”と発音され、Sarjana 1 は日本の学士、Sarjana 2 と Sarjana 3 は修士と
博士に相当する学位である。

図１．インドネシアの教育システム

出所：Mariadinata (1984)
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学位の修得には至らないが、修了年数 1年のプログラムではでDiploma 1（以後、“D1”

と略す）、2年のプログラムではでDiploma 2（以後、“D2”と略す）、3年のプログラムで

はでDiploma 3（以後、“D3”と略す）の修了証を授与される。⑺　また修了年数 4年のプ

ログラムではDiploma 4（以後、“D4”と略す）が与えられ、通常、このD4 は上で説明

した 4年間の教育プログラムである総合大学修了で得られる Sarjana 1 と同等と考えられ

ている。

Sakernas調査票において学歴の分類は、2007 年までは図 1の教育システムが示す、①

小学校卒、②中学校卒、③高校卒、④D1 と D2 が一括りにされD1/D2、⑤ D3、⑥大学

卒の 6段階に、⑦小学校未就学者／小学校中退者（以後、" 小学校未就学者 " と略す）を

加え、7段階に分類されていた。しかし 2008 年から 2015 年までは大学卒の上の修士と博

士が一括りにされ修士／博士として調査され、学歴が 7段階から 8段階へと変更となっ

た。さらに 2016 年には一括りにされていた修士／博士が修士と博士に分離して調査され、

8段階から 9段階となった。したがって、2007 年までの大学卒の中には修士や博士が含ま

れていたが可能性があるが、その数は非常に僅かであると考えられる。

　

在学者数の推移および年代別就学率

インドネシアの近代経済発展が始まった 1965 年以来、就学者数は急速に伸びてきた。

第 1 次五ヵ年計画（1969 ～ 1974 年）の初めには、約 1,280 万人の児童が小学校に在学

中であった（図 2）。それから 20 年後の 1989 年には、小学校児童数は 2倍以上の約 2,620

万人となった。同様に、中学校および高校でも就学者が急速に増加した。中学校就学

者数は 110 万人から 570 万人へと 5 倍以上、高校就学者数は 46 万人から 372 万人と約

8 倍に増加した。特に 1974 年からの小学校就学者数の増加は著しいものであった。こ

れは、特に農村における小学校教育拡充特別プログラムである“インプレス SD”が実

質的にこの年から導入されたためである。⑻　このプログラムの目的は第 4 次五ヵ年計

⑹　2018 年に総合大学の数は 573 校であったが、専門大学はインスティチュート 192 校、ポリテクニ
ク 257 校、アカデミー 1,090 校、それら以外が 2,488 校、合計で 4,000 校を超える（World Education 
News and Reviews, 2019）。これより高等教育では専門大学が重要であることが理解できる。

⑺　Diploma は“ディプロマ”と発音され、日本語の概念では修了証という感覚である。
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画（1984 ～ 1989 年）までに全児童を小学校に就学させることであり、そのために実施

計画は当時まだ 80％の人口が住んでいた農村を特に重視し、どの村にも少なくても小学

校 1校の設置を試みるものであった。さらに 1977 年に小学 1～ 3 年レベルを授業料無料

とし、次の年に小学 4～ 6年レベルを授業料無料とした（Jones and Hull, 1997, 140）。し

かし図において、1990 年代に小学校児童数が微減しているのは、1980 年代後半から出生

率が低下しはじめて、1990 年代中頃から小学校就学年齢の児童が減少し始めたためであ

る。したがって、小学校児童数は今後 2,600 万人を大きく超えることはほとんど無いと思

われる。他方、2017 年における高校と大学の就学率は 16-18 歳人口と 19-24 歳人口のそ

れぞれ約 71％と約 24％であるが、今後も経済成長が順調に続けば急速に拡大すると考え

られる。

⑻　SD はインドネシア語の小学校（Sekola Dasar）の略語である。1974 年にスハルト大統領が小学
校建設を推進する大統領令を出した。この大統領令が Inpres SD（Instruksi Presiden SD；英語で
の直訳は President Instruction of Primary School Program）であり、特に農村で教育のために小
学校を建設するようになった（Japan International Cooperation Agency, 1977, Chapter 10 に詳細が
記載されている）。

図２．教育課程別在学者数の推移（百万人）

出所：1 1969-1994 年 , Jones and Hull (1997, 143)
　　　2 1995-2016 年 , BPS_a (1997, 1999, 2001, 2003, 2005/06, 2007, 2009, 2012, 2013, 

2014, 2016, 2017, 2018)
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高校および大学における就学者の増加には2つの要因がある。その1つは人口増である。

人口成長率は 1970 年代には 2.34% あり、1973 年には 1 億 2,600 万であった人口が 40 年

後の 2013 年には約 2倍の 2 億 4,880 万となった。こうした人口増によって、就学者の数

も増大してきた。もう一つの要因は就学率の増加である。就学率の計算できる 2003 年と

2017 年を比較すると、7-12 歳層では 96.4% から 99.1% へ 2.7 ポイント上昇、13-15 歳層

では 81.0% から 95.1% へ 14.1 ポイント上昇、16-18 歳層では 51.0% から 71.4% へ 20.1 ポ

イント上昇、19-24 歳層では 11.7% から 24.8% へ 13.1 ポイント上昇した。この様に、特に

16 歳以上 24 歳までの年齢層における就学率が著しく上昇した（BPS_a, 2004 および BPS_

a, 2017）。

図 2 と同じデータを用いて､ 各学歴層の 1980 年の在学者数を 1.00 とし、その増加の

状況を見てみよう（図 3）。小学校在学者数は 1980 年に既に 2,255 万人であったため、そ

の後の増加は僅かで、2016 年には 1.14 倍の 2,562 万人となった。次に 341 万人であった

図３．1980年を 1.00 とした教育課程別在学者数の推移

出所：1 1969-1994 年 , Jones and Hull (1997, 143)
　　　2 1995-2016 年 , BPS_a (1997, 1999, 2001, 2003, 2005/06, 2007, 2009, 2012, 2013, 

2014, 2016, 2017, 2018)
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中学校在学者数は急速に増加し 1995 年には 2.04 倍の 695 万人、それ以降は徐々に増加

し 2016 年には 2.97 倍の 1,015 万人となった。高校在学者数は 1980 年に 175 万人であっ

たが、1986 年には 2.00 倍の 313 万人、2004 年には 3.18 倍の 540 万人、2016 年には 5.34

倍の 934 万人となった。大学以上の在学者数は著しい増加を記録した。1980 年には在学

者数はわずか 54 万人であった。1990 年には 2.93 倍の 159 万人、2000 年には 4.82 倍の

262 万人、2010 年には 8.82 倍の 480 万人、2016 年には 12.75 倍の 692 万人となった。な

ぜ大学以上の在学者数がこの様に増加したか、またこの様な増加の結果、大学卒以上の

賃金が他の学歴所有者と比べてどのようになっただろうかを分析することは非常に興味

あることである。

  
3. 学歴別年齢層別賃金カーブ

  
常勤雇用者の年間賃金を学歴別および年齢層別に変化を見てみよう。図 4は Sakernas

を利用し、前節で記載した学歴のうち小学校卒、中学校卒、高校卒、大学卒別に 2000 年、

2008 年、2016 年における年齢層別の賃金を描いたものである。⑼　いずれの学歴において

も年齢とともに賃金が上昇し、ある年齢層でピークに達し、それ以後降下することが分か

る。さらに高学歴ほどその賃金が高く、年齢と共に上昇および降下の勾配が大きくなって

いることが分かる。すなわち、高学歴ほど年齢とともに賃金が増加し、高学歴と経験が金

銭的な収益を生むということを表しているように見える。

同じデータを用いて、各年齢層別に高校卒の賃金率を 1.0 として、各学歴の賃金の大き

さを示したものが図 5はである。2000 年のグラフを見ると、大学卒は全ての年齢層で高

校卒の 1.5 倍以上で、特に 20-24 歳層では約 1.8 倍となっていた（図 5-a）。しかしながら

2008 年グラフ（図 5-b）で大学卒の賃金レベルを見ると、60-64 歳層の賃金は相対的に上

昇し 1.9 倍となったが、20-24 歳層、25-29 歳層、45-49 歳層、50-54 歳層では 2000 年より

激減し、約 1.3 倍となった。2016 年になると（図 5-c）、20 歳から 29 歳までの年齢層にお

ける大学の賃金が激減し、高校卒の賃金率とほぼ同じとなってきたが、40 歳以上の年齢

層においてはやや上昇した。

⑼　図を単純化して見やすくするため、専門大学における学歴D1からD4を省いて表示した。
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図４．2000年 , 2008年 , 2016年における学歴別年齢層別賃金
（単位1.000ルピア /月）

出所：BPS_b (2000, 2008, 2016)
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図５．学歴別年齢層別賃金（高校卒＝1.0）

出所：BPS_b (2000, 2008, 2016)
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これにより大学教育への投資の収益率が高いように見える。⑽　しかし、この様な 2000、

2008、2016 年の学歴別年齢層別の賃金カーブでは、大学卒という学歴がもたらす教育投

資の収益率が増加しているか、または減少しているか判断できない。そこで次節以降で学

歴別の収益率を計測し、大学卒の収益率が高くなったか、また収益率がどのように変動し

ているかを検討してみよう。

学歴別の教育投資収益率

Mincer（1974）は、人的資本に対する投資を労働者の賃金率の決定に結びつける枠組

みを構築し、労働者の単位時間当たりの賃金率の自然対数値が、教育年数および学卒後経

験年数の 2次式で近似されることを示した。しかしながら、これによって得られる教育年

数の係数が示す収益率は、初等教育から高等教育までの全教育年数から発生する収益率

を平均したものである。すなわち、教育年数が 1年長くなることにより、賃金の係数×

100%上昇することを意味する。

しかしながら、この場合の教育年数の係数が示す収益率は、初等教育から高等教育までの

全教育年数から発生する収益率を平均したものであるため、学歴別の収益率を示すものでは

ない。学歴別の収益率を計測する方法としては、教育年数の代わりに、学歴ダミー変数を説

明変数とする方法が用いられる。⑾　例えば、小学校卒を基準して、中学校卒、高校卒、大学

卒のダミー変数を使用する方法である。ここではインドネシア教育システムと Sakernasに

おいて利用できるデータを考慮して、小学校未就学者を基準とする学歴別の収益率を計測す

る。さらに利用できるデータは、全て常勤雇用者のものであるため、次式を利用する。⑿

（1）

⑽　本台・新谷（2008）は学歴別教育の収益率をインドネシアの家計調査データを使用して計測した。
その結果、大学教育の収益率が高校より高くなっていたことが分かった。しかし計測結果は 2年分
だけであるため、その収益率が増加しているか、または減少しているか不明であった。

⑾　北條（2018）では学歴別教育の収益率計測に対しては、学歴ダミーを用いる方法が推奨されている。
⑿　現実には各学歴層に常勤雇用者以外の失業者も存在する。しかし失業者が標本に存在しないため
推計にバイアスが生じるが、その修正は不可能である。
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この式は、雇用者の一月当たりの賃金（W）の自然対数が、学歴ダミー変数（S）およ

び潜在経験年数（X）の 2 次関数として表現する。⒀　この推計では学歴ダミー変数は

Sakernasにおける小学校未就学者を基準として、小学校卒を S 1、中学校卒を S 2、高校卒

を S 3、D1 ／ D2 取得者を S 4、D3 取得者を S 5、大学卒を S 6、大学院を S 7 として、合計 7

個のダミー変数を採用する。この方法で推定して得られる大学卒ダミー変数の回帰係数は、

小学校未就学者に対して大学卒が得る賃金の上乗せ分による収益率を示しているので、回

帰係数を大学卒までに要する年数（16 年）で割ることで、大学教育を収益率の近似的に

得ることができる。

潜在経験年数の計算には図 1を利用し、小学校卒は年齢から 13 年、同様に中学校卒は

16 年、高校卒は 19 年、D1/D2 は 21 年、D3 は 22 年、大学卒は 23 年、修士／博士は 25

年を引いた年数を潜在経験年数とした。小学校未就学者については就業し始めた年齢が不

明であるが、年齢から 11 年を引いた年数を潜在経験年数とした。

雇用者の 1月当たりの賃金（W）については、前節で現金賃金と現物賃金が調査されて

いることを説明した。そこで本稿においては両者を合計したものを総賃金とし、従属変数

の賃金（W）とした。

Sakernas データを吟味すると、年齢 60 歳以上の標本数は非常に小さい。またインドネ

シアの労働法制で決められている 2017 年における定年が 57 歳である（パーソル研究所 , 

2019）。そのため年齢 60 歳以上の標本を除く、年齢 59 歳までの標本を分析対象とした。

推計結果

式（1）の推計結果は表 1に示す。計測された係数は全て統計的に有意である。全ての

調査年において、潜在経験年数の係数はプラスで、経験を経るにしたがって賃金の上昇を

意味し、妥当な結果である。またその年数の 2乗の係数はマイナスであり、ある年数に達

するまでは経験年数が増加するにつれて賃金が上昇するが、その年数を超えると、賃金が

減少し始めることを示し、これも妥当な結果である。

各学歴における収益率の求め方は次の様になる。ここでは、小学校未就学者の教育年数

⒀　潜在経験年数は最終学校卒業後の経過年数と定義する。
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をゼロと仮定し、これを基準に学歴ダミー変数をいれた。そのため小学校卒の収益率の計

算は、小学校卒の教育年数は 6年であり、小学校卒ダミー変数の係数を 6で割ると、小学

校未就学者を基準にした小学校教育の収益率を得ることができる。同様に、大学卒の場合

は教育年数が 16 年であり、大学ダミー変数の係数を 16 で割ると、大学教育の収益率を得

ることができる。

この様にして得られた小学校、中学校、高校、大学、大学院教育の収益率を 2000 年か

ら 2016 年までのグラフにしたのが図 6である。この図において 4つの特徴が観察できる。

第 1点は、小学校卒と中学校卒の収益率は、2010 年頃に後者が前者をやや上回ったが、

全体を通じてほぼ同じである。これは小学校と中学校における収益率に差がなく、ほぼ同

表１．収益率の推計結果

注：括弧内の数値は推計された係数の t値を示す
出所：BPS_b (2000, 2001, 2002, 2003, 2004, 2005, 2006, 2007, 2008, 2009, 2010, 2011, 2012, 2013, 2014, 

2015, 2016) より推計
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じであることを示している。第 2点は、高校卒の収益率は小学校および中学校より高く、

大学卒の収益率は高校卒より高くなっていた。大学院卒は 2008 年以降の観察であるが、

大学卒より更に高くなっていた。すなわち、学歴が高くなるほど収益率が大きくなってい

たことを示している。⒁　

第 3点は、小学校卒と中学校卒の収益率は 2008 年に約 3%まで低下したが、それ以降

ほぼこの水準に留まり、低下傾向を示していない。これは小学校未就学者と小学校および

中学卒の収益率格差が 2008 年までは縮小したが、それ以降ほとんど縮小しなくなったこ

とを示している。第 4点は、高校卒の収益率は 2000 年には 8.8% であったが、それ以降傾

向的に低下し、2016 年には 6.1% となった。大学卒の収益率も、2000 年には 9.6% であっ

たが、それ以降傾向的に減少し、2016 年には 6.5% まで低下した。

最後の点は、高校卒および大学卒の収益率は傾向的に減少してきたため、小学校未就学

⒁　これまでに本台・新谷（2008）により 2002 年 2008 年の 2 年間については Susenas 調査を利用し
て学歴別収益率の計測されたことがある。しかし、2時点のみの計測であったため、傾向的には変
動は不明であった。

図６．学歴別教育投資の収益率

出所：BPS_b (2000, 2001, 2002, 2003, 2004, 2005, 2006, 2007, 2008, 2009, 2010, 2011, 2012, 
2013, 2014, 2015, 2016) より計算
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者との収益率格差は減少傾向となった。しかし、大学卒と高校卒の収益率もほぼ同様に傾

向的に低下したため、両者の収益率格差は縮まったとは考えられない。

大学卒および高校卒の収益率がなぜ傾向的に低下してきたのだろうか。これは図 2およ

び図 3が示すように、2003 年頃を境に高校および大学における在学者数が急速に増大し、

その結果こうした学歴を所有した雇用者が増大したためであると考えられる。2017 年に

おいて、16-18 歳層および 19-24 歳層の就学率はそれぞれ 71.4% および 24.8% で、今後ま

だ高くなる余地が十分にある。さらにこれら年齢層の就学率が上昇すると、高校および大

学における教育の収益率が低下し、中学校以下の学歴との収益率格差が縮小すると考えら

れる。

4. 常勤雇用者と非常勤雇用者の賃金格差

ここまでは常勤雇用者の学歴別賃金に関して分析してきた。しかし、Sakernasの中には

常勤雇用者と区別して、casual laborers と呼ばれる標本があり、第 2節ではこれを非常

勤雇用者と呼ぶことにした。彼らは主に 1日契約または短い期間限定契約で雇われて、日

雇い業務、季節的業務、臨時的業務、パートタイム業務などに従事する。⒂　そして彼等

の収入は 2010 年までは賃金／給料でなく、別の項目として調査されていた。⒃　これまで

の考察で、農村における非常勤雇用者の多くは、農地を所有せず、土地所有の自営農業経

営者に日雇いまたは季節的に雇用され、農業に従事している割合が大きいことが分かって

いる。その結果、農村の貧困世帯の多くはこのような非常勤雇用者が世帯主となっている

（本台・新谷 , 2008, 101-116）。

非常勤雇用者の数は、2015 年時点で非農業に約 680 万人、農業に約 520 万人、合計

約 1,200 万人であった（BPS_c, 2016）。その年の全雇用者は 5,850 万人で、その約 21%、

すなわち全雇用者の約 5分の 1が非常勤雇用者となるが、彼らがどのような学歴を持って

⒂　インドネシアの労働法では、期間限定の雇用契約は最長 3年まで、3年以上の雇用契約を無期契
約と定義されている。しかし Sakernasの中で非常勤雇用者と労働法の期間限定契約による雇用者の
定義が同じであるかは不明である。

⒃　常勤雇用者の所得は upah/gaji（賃金／給料）として、非常勤雇用者の所得は pendapatan（収入）
として調査されていた。2011 年から両者とも賃金／給料として調査されるようになった。
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いるかを見てみよう。横軸に学歴、縦軸に学歴別雇用者の割合を取り、常勤雇用者、非農業

非常勤雇用者、農業非常勤雇用者に区分したヒストグラムを描くと図7のようになる。常勤

雇用者の小学校未就学者、小学校卒、中学卒、高校卒、大学以上卒の割合は 2010年におい

てそれぞれ8%、15%、17%、36%、24%となっていて、高校卒以上の割合が60%を占めてい

た。非常勤雇用者の場合、農業部門では、小学校卒以下が約 80%を占め、それに中学校卒

の約 14%を加えると 94%に達する。⒄　すなわち、農業における非常勤雇用者はほとんど中

学校卒以下の学歴といえる。また非農業における非常勤雇用者においても、中学校卒以下の

占める割合が84.3%であり、ほとんどが中学校卒以下の学歴所有者であることが分かる。

ここでは常勤雇用者、非農業非常勤雇用者、農業非常勤雇用者に区別して、それぞれの

⒄　労働者の数を 2003 年以降継続的に収集した資料として Kedaan Pekerja di Indonesia （BPS_c）があ
る。これは標本調査で、農地を所有していないと考えられる農業従事者数は 2003 年以降約 550 万
人前後で推移し、2017 年には約 500 万人となっていた（BPS_e, 2017）。これに対して全数調査であ
る 2003 年農業センサスの数値では、農地を所有していないと考えられる農業従事者数は約 800 万
人となっていた（BPS_d, 2003）。したがって 2017 年時点でも、農地を所有していないと考えられ
る従事者数はほぼ 550 万人以上いたと考えられる。

図７．2010年における常勤および非常勤雇用者の学歴別シェア

出所：BPS_b (2010) より計算
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1 ヶ月当たりの賃金を比較してみよう。図 8は横軸に暦年をとり、縦軸に賃金比をとり、

全非常勤雇用者／全常勤雇用者の賃金比、学歴を中学校卒に限った非農業非常勤雇用者／

常勤雇用者の賃金比、同様に学歴を中学校卒に限った農業非常勤雇用者／常勤雇用の賃金

比の推移を表したものである。全非常勤雇用者／全常勤雇用者の賃金比は 2005 年の 35%

から 2017 年の 40%へと 5ポイントとわずかな増加であった。全常勤雇用者の中には大学

卒や大学院卒が含まれ、図 3で見たように大学在学者数が飛躍的に増加しているため、年

を追う毎に彼等の人数は増加し、全常勤雇用者の中に占める彼等の割合は大きくなってい

る。したがって、全常勤雇用者の平均賃金は彼等の賃金に影響され、雇用者の学歴構成を

一定に保った場合の平均賃金の上昇よりさらに上昇する。しかし、現実にはそれを上回る

速さで全非常勤雇用者の賃金は上昇した結果、全非常勤雇用者／全常勤雇用者の賃金比は

35%から 40%へと 5ポイント上昇した。

そこで、非常勤および常勤雇用者共に学歴を中学校卒に限定して考察してみると、図 8

図８．常勤雇用者と非常勤雇用者の賃金格差

出所：1 BPS_b (2002, 2003, 2004, 2005, 2006, 2007, 2008, 2009, 2010, 2011, 2012, 2013, 
2014, 2015, 2016) より計算

   　   2 BPS_c (2006, 2007, 2008, 2009, 2010, 2011, 2012, 2013, 2014, 2015, 2016, 2017, 
2018) より計算
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に示す様に中学校卒限定の農業非常勤雇用者／常勤雇用者の賃金比は 42%から 60%へ 18

ポイントへと大きく上昇した。さらに中学校卒限定の非農業非常勤雇用者／常勤雇用者

の賃金比は 75%から 95% へ約 20 ポイント上昇した。すなわち、いずれの賃金比を見て

も、非常勤雇用者の賃金は常勤雇用者の賃金に急速に近づきつつあることが分かる。特に

2014 年以降の上昇は著しく、2016 年には非農業非常勤雇用者の賃金は常勤雇用者の賃金

の 95%にまで達するようになった。こうした変化は、非常勤雇用者の平均賃金が常勤雇

用者のそれより相対的に上昇し、賃金格差が減少していることが分かる。こうした賃金の

上昇は、農村において農地を所有せず、日雇いまたは季節的に雇用され農業に従事する者

の世帯所得を押し上げ、所得格差の拡大を抑えるように作用していると考えられる。

5. おわりに

先ず、本稿の分析で分かったことをまとめてみよう。第１は、2000 年においては大学

卒の賃金は全ての年齢層においてに高校卒の賃金を 50%ほど上回っていた。しかし、そ

れ以降 30 歳未満層においては両者の賃金格差が次第に小さくなり、2016 年においてはほ

ぼ消滅した。高校卒と小学校卒や中学校卒との賃金格差は、計測した年により若干変化し

ているが、あまり大きな変化が見られなく、学歴別雇用者間の生涯賃金の格差が拡大して

いるかどうかは不明である。

第 2は、常勤雇用者について学歴別に卒業後から 59 歳までに得る賃金をもとに教育投

資の収益率を計算すると次のような結果になった。2016 年においては小学校未就学者を

基準にして、彼らより小学校卒は 2.6%、中学校卒は 2.9%、高校卒は 6.1%、大学卒は 6.5%、

大学院卒は 9.2% 高い収益率を得ていることが分かった。即ち、学歴が高くなるほど教育

投資の収益率が高いことが分かった。

第 3 は、小学校未就学者を基準にして学歴別に教育投資の収益率の 2000 年から 2016

年までの推移を見ると次のようになった。小学校卒、中学校卒、高校卒の収益率は 2000

年から 2008 年まで傾向的に低下してきたが、2009 年以降ではほぼ横ばいで推移してきた。

他方、大学卒の収益率は 2000 年以降連続して傾向的に低下してきた。しかし大学院卒の

収益率は 2008 年以降しか計測可能でないが、まだ低下傾向を示していない。

第 4は、Sakaernas 2010 調査において常勤雇用者と非常勤雇用者の学歴構成を比較する

130



と、農業における非常勤は小学校未就学者、小学校卒、中学校卒で約 94% を占め、ほ

ぼ中学校卒以下の学歴で構成されていることが分かる。また、非農業非常勤では小学校

未就学者、小学校卒、中学校卒の学歴で約 84% を占め、高校卒はわずか 15% であった。

これより非常勤雇用者はほとんどが中学卒以下の学歴であることが分かる。これに対し

て常勤雇用者は高校卒業以上の学歴が約 60% となっていて、非常勤と常勤雇用者の学

歴が著しく異なることが分かる。

第 5は、常勤と非常勤雇用者の賃金を比較すると、全非常勤雇用者／全常勤雇用者の賃

金比は、2006 年の 34.3% から 2017 年 37.1% へ 5 ポイント上昇した。しかし、同じ学歴の

雇用者を比べると、上昇幅は更に大きくなっていた。例えば、中学校卒に限った農業非常

勤雇用者／常勤雇用者の賃金比は 2002 年には 43.0% であったが、2016 年には 60.6% と約

17 ポイント上昇した。同様に、中学校卒に限った非農業非常勤雇用者／常勤雇用者の賃

金比も 2002 年の 74.0% から 2016 年の 89.4% まで約 15 ポイント大きく上昇した。

第 1節で設定した設問は、①高校や大学教育を受けられる社会を実現することによって

所得格差の固定化を解消することができるか、および② 19-24 歳年齢層の就学率上昇のた

め、大学教育に対する経済的な収益が従来に比べて著しく低下したのではないかというこ

とであった。計測結果を総合して、これらの設問に対する回答は次の様になる。計測結果

は、1）学歴間の賃金格差は縮小傾向、2）大学卒の収益率は低下傾向、3）非常勤雇用者

／常勤雇用者の賃金格差も縮小傾向を示した。すなわち、学歴間の賃金格差は徐々に縮小

し、大学教育に対する収益率も著しく低下してきた。

この様な状況は次のような要因により生じたものと考えられる。1970 年代には 2.3% で

あった人口成長率も 2010 年代には 1.1% まで低下した。それに加えて、高校や大学への進

学率の上昇で、小学校卒や中学校卒の労働力の供給が小さくなった。そのため彼等の賃金

率が相対的に上昇するようになった。さらなる教育投資への拡充により中学校就学率はほ

ぼ 100%に達し、また高校就学率も上昇し、将来的には小学校卒や中学校卒の雇用者が非

常に少なくなる。すなわち、雇用者の学歴は高校卒と大学卒がほとんどとなる。この両者

の賃金格差は小学校卒と大学卒の賃金格差および中学校卒と大学卒の賃金格差より小さい

ため、全体の賃金格差は縮小すると考えられる。

中学校卒以下の労働力供給の減少とは逆に、進学率の上昇によって高校卒や大学卒の労
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働力供給は増加し、これにより彼らの賃金上昇が抑制された可能性がある。今後、資本形

成や技術進歩により労働生産性が上昇すれば、全体的に労働需要は上昇するであろう。そ

のとき中学校卒の供給は高校へ進学のためさらに減少し、高校卒以上の供給が拡大する。

その結果、ますます中学校卒の賃金は上昇する。高校卒以上の賃金も上昇するがその上昇

速度は中学校卒の賃金上昇率より低くなるであろう。その結果、高校卒以上と中学卒の賃

金格差は今よりさらに縮小すると思われる。このような傾向が持続すると賃金格差がさら

に縮小し、このような賃金格差の縮小はいずれ所得格差の指標であるジニ係数の低下とし

て現れてくると考えられる。
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